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地方から見た原子力（Ⅲ）

地方から見た原子力（Ⅰ） April,2010
エネルギー基本計画部会

同（Ⅱ） 改定 June,２０１１
原子力委員会

早稲田 未来エネルギーシンポジウム
会津大学 角山茂章

Juｌｙ １５,２０１１
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国際原子力事象評価尺度INES

広範囲、例えば一国以上での確率的健康影響や確定的健康影響

「With such a release, stochastic health effects over a wide area, perhaps involving 
more than one country, are expected, and there is a possibility of deterministic health 
effects.」

事故の規模を早い段階で評価し、伝えるのが目的。必ずしも何ベクレルかが問題
なのでない。国際的な共通の解釈が出来るように、レベルを大体500、5000、
50,000TBqで分けて、（住民、近隣諸国の）理解の促進を図ることが目的。

These criteria relate to accidents where early estimates of the size of release can only be approximate. 
For this reason, it is inappropriate to use precise numerical values in the definitions of the levels. 
However, in order to help ensure consistent interpretation of these criteria internationally, it is 
suggested that the boundaries between the levels are about 500, 5000 and 50 000 TBq.
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レベル

影響の範囲（最も高いレベルが当該事象の評価結果となる）

参考事例基準1 基準2 基準3

事業所外への影響 事業所内への影響
深層防護の

劣化

7
深刻な事故

重大な外部放出：ヨウ素
131等価で
数万テラベクレル以上

原子炉や放射性物
質障壁が壊滅、再建
不能

チェルノブイリ
原子力発電所
事故（1986年）

福島第一原子
力発電所事故
（暫定[1]、2011
年）

6
大事故

かなりの外部放出：数千か
ら
数万テラベクレル相当

原子炉や放射性物
質障壁に致命的な被
害

キシュテム事
故（1957年）

5
事業所外
へリスクを
伴う事故

限定的な外部放出：百から
数千テラベクレル相当

原子炉の炉心や放射
性物質障壁の重大な
損傷

チョーク・リバ
ー研究所原子
炉爆発事故

ウィンズケール
火災事故

スリーマイル島
原子力発電所

ゴイアニア被
曝事故

520万ＴＢｑ

３７万ＴＢｑ

７．４～
18.5万Ｔ
Ｂｑ
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チェルノブイル発電所事故後に実施された環境修復対策・結果、
今回の事故による環境汚染との⽐較

３．土壌汚染の状況（単位面積あたりの沈着

チェルノブイリ

100km

37-185kBq/m2

185-555kBq/m2

: 162,160km2

: 19,100km2

555-1480kBq/m2 : 7,200km2

>1480kBq/m2 : 3,100km2

ほぼ
同縮尺

90 Sr

239,240 Pu

137Cs

IAEA報告書 “STI/PUB/1239” (2006) より

汚染レベル毎の面積

原子力学会 安全専門
委員会資料より

福島
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米国の日本酒 輸入停止

福島産 日本酒の
米国税関停止

目張りしている

国際版シカゴトリビューン「白雪姫とりんご」
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チェルノブイリ、スリーマイル島事故と福島事
故との違い

事故対策の方向性と理解促進

再臨界が起こらない理由

水処理の方法

地方月刊誌 会津嶺5月号市民への説明
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① 汚染地域の特定、廃棄物の種類や特徴(特性）の整理、放射線測定に
基づく総合除染戦略(必要に応じ段階的⽬標）を作ること

 種々の場所での汚染核種とその放射線量の正確な測定
 達成可能な除染効果についての現実的な認識
 ⻑期的な達成⽬標の地道にたゆまぬ努⼒
② 汚染状況、場所に基づいたインパクトファクター(汚染指標）による除染作業

計画を策定すること
 内部被ばく、外部被ばくの可能な限りの正確な評価
 インパクトファクターが⾼いところから除染
③ 合理的除染技術の適応評価をすること
 除染に伴い発⽣するサイト外放射性廃棄物の量、種類、放射性物質濃

度の把握(概略的な数値から）とその処理
汚染地域の推算：積算線量10mSv/年に達する地域の総面積が1200Km2に達する(*文科省発 表数値から推定) 

（原子力学会）提言2；環境修復戦略の構築の必要性

生活環境における放射線レベル・・・ 緊急事態応急対策調査委員会

生活環境における線源になる可能性・・

生活環境に存在する被爆経路として注意・・・ 自治体・住民は何を？？
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国・自治体のコンセンサス会議

こんな事を聞いて良いか

専
門
家
パ
ネ
ル

自
治
体
パ
ネ
ル
・支
援
の
専
門
家

対等な立場で
情報共有

結論出す場で
はない

ファシリテータ
国・自治体レベル

自
治
体
パ
ネ
ル

市
民
・小
中
学
生
等

ファシリテータ

多様なス
テークホル
ダーのコン
センサス形
成（超学際）

地域レベル

Smart-Simulator
や社会実験の活用

子供の目線

市民の目線

国の目線

科学の目線

そんな事はありえない（Hf)
データは出せない（脆性温
度）

～一方的な説明や対立ではない相互理解～

国の委員会 国際的な視点から改善（高稼働率 ８５％）

地方自治体 日々安全に動いていることが関心事

都市 安い電気でメリットを受ける側

地方 リスクを受ける側

新たな課題

サイト周辺の市町村のみで
なく県内全域とのリスクコ
ミュニケーションが必須。

・・不可能に近い。

昨年４月エネルギー
基本計画部会
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国と地域との関係

 会津地域は水力発電所が作られて１００年。 「
最近、電力会社は冷たい」というような話もある。ダムによる川幅拡大と
高齢化で限界集落が増加。

 原子力の場合、電源三法交付金や固定資産税等で建設前後を中心に
大きな資金が流れ、社会インフラ等が整備される。

 自治体ごとに配布されるので、地域全体で将来の発展のために使われ
ていない。その後、年月が経つと投資が維持費という負担になり、かえっ
て地元に不満が残る。

 スウェーデンの大学教授と議論。発電所で作られた電気の料金の一定
割合はそのコミュニティーへ戻される。日本でも電気料金からの徴収は
同様だが、地元へ配布される度合いや、地元が使う使途などの自由度
には違いがある。発電所を抱える地域の人たちにとっては、スウェーデ
ン方式の方が発電所のメリットを直接肌で感じられ、透明度も高い。
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国際標準規格、認証等への対応

NRC

プラントメーカー

NPP事業者

設計認証 プラント提供

運用審査

米国の認証体系

METI

プラントメーカー

NPP事業者

設計要求 プラント提供

設計審査、運用審査

日本の認証体系

国 認証機関（TUV）

プラントメーカー

NPP事業者

プラント提供

設計認証

審査

運用審査

ドイツの認証体系

・先端技術製品では国際標準規格作りのリーダーシップが
重要

・認証体系の国際標準化も重要（独立性と、その質）

追記 米国NRCと異なり、プラント

全体を審査できる専門家はいない
（海軍（原潜）、メーカー経験者が
前面に）

形式的な中立性の為、大学教員
（個々の技術）、保安院（官僚）で
構成

新安全概念は米国任せ
（SBWR,AP）

昨年４月エネルギー
基本計画部会
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国際ビジネスを想定した原子力発電技術拠点

DBA SADBA SA

Passive system backup for SA 
conditions

RHR
to 

atmosphere

S/P

D/W

HX

S/P

D/W

HXHX
to sea
water

system

Active systems Passive systems

Ultimate 
heat sinks
Ultimate 

heat sinks

S/P

D/WPHRS

S/P

D/WPHRS

運転・保守技術拠点
・運転訓練センター
・検査・補修技術センター
・資格認証システム
・高経年化対策
・・・

技術開発拠点
・新型炉
・高速増殖炉
・国際規格対応
・・・

製造拠点
・ABWR、APWR
・デジタル制御系
・・・

廃棄物処理拠点
・・・
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Venting Systems in Mark I Reactors

Although the reactors at Fukushima Daiichi 
originally were designed by GE or built under a 
license of GE technology, GE did not design or 
build the hardened vent system at Fukushima 
Daiichi or, for that matter, at any other nuclear 
power plant—whether in Japan, the United 
States, or elsewhere. 

Under NRC regulation in the U.S., reactor operators in the control room have full 
authority to vent gases from the primary containment immediately, if needed. 
Licensed control room managers do not need additional authorization from either 
their company’s management or government regulators to open vents when they 
determine this is needed to prevent damage to the primary containment system. 
Reactor operators also spend considerable time and resources training for 
possible contingencies, including emergency events. 

GE reports Posted on May 25,2011

in some cases, valves or other methods of operating the vent that are 
located outside the reactor building, enabling plant operators to control 
them manually, if necessary.

Original Design は GEのHatch1

敦賀１号 圧力上昇で格納容器破損
確率１％。低いと見てベントなし。

日本の確率論的安全評価の再レ
ビューは必須。
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NISA

除染工程表・・・原子炉工程表との連動（STEP２に入ったら直ぐ）

緊急な除染作業の展開の必要性
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福島 １０基

１F、２Fの距離は

１０ｋｍ。１サイト
と見るべき

多数基損傷時の
対応能力の欠如

米国 １サイトに最大３基
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原発事故による被害の状況 １

○ 原発事故の影響は、あらゆる分野におよんでおり、被害の全体像につい

ては、見通しすら立たない状況

○ 人権被害など、精神的な負担も大きい

１ 農林水産関係
（１）出荷制限

一部地域において、ホウレンソウなどの野菜、たけのこ、原木シイタケ（路地）、
原乳、コウナゴが出荷制限となっている。

（２）作付等の自粛
風評被害を懸念して、葉タバコ作付断念、規制外の魚も今年の漁を自粛

（３）入荷拒否・価格下落
福島県産の加工用トマトの契約見送り
秋に収穫したコメの取引をキャンセルされた。

２ 製造業
（１）入荷拒否 ：生キャラメルの出荷できず 工業製品にも風評被害

原発事故前の製造加工品も受取拒否
（２）放射線測定の要求

県内メーカーが取引先から残留放射線測定を求められる。

県ハイテクプラザに放射性物質の検査依頼が殺到

万一、地域によって売れない米が出た場合。

バイオエタノールは？ 米への移行係数は１０％以下。

エタノールにする過程で、更に減る。

米作りは農家の生きがい。
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原発事故による被害の状況 ２

３ 観光業
○ 予約のキャンセル（原発から１００ｋｍ離れた会津地域でも風評被害）

・会津若松市
会津東山温泉で、３、４か月先までキャンセル
仙台市立小の8割、市への修学旅行敬遠

・喜多方市
子供の農業体験事業

震災前の約６６００人の予約が全てキャンセル
喜多方ラーメンも苦戦（通常の3～４割）

・県内旅館、風評に悲鳴、廃業・リストラも生じている。

４ その他 （偏見による風評）
○ 「放射能うつる」と避難児童らがいじめ
○ 福島からの避難民受入拒否
○ ガソリンスタンドに「福島県民お断り」の張り紙
○ 大学合格者、原発事故で入学辞退
○ 看護師・保健師の福島県への派遣が少ない。
○ 風評被害で物流に支障、相馬地方にトラックがこない。
○ 運送会社が他県ナンバーの車に替えて納品している。
○ 福島県出身者と言ったらアパートを借りられない、レストラン、ホテル利用できない。

首都圏から移住したい都
道府県、3年連続1位で
あった福島県だったのだ
が・・・

全国高等学校総合文化
祭 開催決定

国際会議、原子力関連会
議（県民への説明）の積
極的誘致
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観光客の入込数、のべ宿泊数ともに県
全体の３割を占めている。

このデータをもとに、２００９年の宿泊旅
行者が会津地域で消費した金額は、
４１０億６千万円にもなると試算できる。

会津地域の経済状況

県全体に対する会津地域の総生産は、
１３％程度であり、中でも、第3次産業の割
合が７３％と大きい。

観光業は、第3次産業であるため、観光
業が地域経済に及ぼす影響は大きい。

これらの消費が、風評被害により
失われてしまうのか・・・。

1 総生産 単位：億円

福島県
会津地域

総生産額 （％） 第１次 第２次 第３次

２００５年度 78,391 9,178 12 223 2,593 6,573

２００６年度 79,641 10,404 13 271 3,083 7,231

２００７年度 79,445 10,210 13 265 2,886 7,279

２００８年度 76,669 9,802 13 303 2,507 7,170

出典：「福島県市町村民所得推計年報」福島県企画調整部

「福島県県民経済計算報告書」福島県企画調整部

２ 観光

（１） 観光客入込数 単位：千人

福島県 会津地域 比率

２００７年 56,945 19,586 ３４％

２００８年 55,331 18,739 ３４％

２００９年 56,225 19,470 ３５％

出典「福島県観光客入込状況」福島県観光交流局

（２）のべ宿泊数推計

福島県 会津地域 比率

２００９年 5,175千泊 1,637千泊 ３２％

出典：「宿泊旅行統計調査をもとにした福島県観光交流局の推計

（３）旅行者一人当たりの県内消費額

宿泊旅行者 25,083円

日帰旅行者 7,078円

出典：「アナリーゼふくしまNo.18」2009年8月福島県企画調整部
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避難者の声１

故郷に必ず帰るんだ！
故郷で事業を再開したい

○避難者との会話から
・故郷へ帰りたい。果たして帰れるのか
・自分の家、家族がどうなるのか、
・先祖代々の土地を守れないのか、

・自分のアイディンティティがなくなってしま
うのでは？

・子供の教育（特に、大学・高校受験）

・分散居住、ある程度で戻れるなら疎開、
ある程度になると移住 これを復興って言う
んですか？

・仕事をしなければ。
・事業再開、継続？
・妊婦さんの健康と生まれた子への不安
・高齢者の健康不安

破損燃料、溶融燃料を県外の処分場へ



19 © Copyright 会津大学

県外への処分

 原発撤退で電気代２１２１円増、維持なら３７２円増

 日本学術会議の分科会は、原発の撤退から現状維持・推進まで六つの
政策の選択肢ごとに、標準家庭（１か月約６０００円）の電気料金が、ど
れくらい増えるかの試算。

 現在、稼働中の原発が定期検査を迎える来夏までに全原発が停止し
た場合は、火力発電に切り替えた後、温室効果ガスを減らす再生可能エ
ネルギーの比率を高めていく。２０３０年には、標準家庭１か月の電気料
金の上乗せは、２１２１円と算出した。（2011年7月3日17時57分 読売新聞）

「結局は原発の発電コストは高い物につく」

破損、溶融燃料はもとより、基準超えの汚泥は持って行き場がない。

六ヶ所村 低レベル処理施設 ドラム缶６００万本・・・経済産業省

サイト敷地外の除染は文科省

「トイレなきマンション」の議論に決着をつけるコストは入っているのか。
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オペラ白虎

戊辰戦争で焦土と化した地からの復興に擬え、福
島の復興を祈り来年7月に向け創作中
会津藩什の掟
「ならぬことはならぬものなのです」

原子力学会 ５月号巻頭言

〇原子力災害への対応
・福島県の大地と海の浄化のため、人類の知恵と技術を結集
・長期的健康管理・治療体制の強化、医療人教育

・収束後における継続的なモニタリングの実施と測定機器の十
分な確保
・避難者、住民の放射線に起因する不安の解消
・国家プロジェクトとしての汚染土壌対策の実施
他

○復興への思い・考え
・「脱原発」を宣言、廃炉についての考え方の整理
・母と子が安心して住める福島

・原子力エネルギーから自然エネルギーへの転換
という文明論的な先駆けの地へ

福島復興会議資料より


